（法第28条第１項関係様式例）※事業報告書等提出用
令和1年度（平成31年度）事業報告書
平成 31年 4月 1日から　令和 2年 3月 31日まで

（法人の名称：特定非営利活動法人　なかまと）　
１  事業の成果

　　(1)　 障害者総合支援法に基づき、日中活動の場としての就労継続支援Ｂ型・生活介

護多機能型事業所及び生活の場としてのグループホーム事業を実施した。また、相
談支援専門員による計画相談支援を実施した。
　　（2） 介護保険対象事業として、認知症対応地域密着型グループホームの運営および居宅介護支援事業を実施した。

２  事業の実施に関する事項
(1) 特定非営利活動に係る事業

	事　業　名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時
(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象者の範囲

(E)人数
	事業費の　金　　額
(単位：千円)

	障がい者福祉サービス事業
高齢者の介護に関する事業
	就労継続支援Ｂ型・生活介護
就労に向けた作業活動と情緒安定を目指す生活介護
共同生活援助
　グループホームにおける地域生活支援
計画相談事業
サービス利用計画書作成およびモニタリング、計画相談支援

居宅介護支援
認知症対応地域密着型グループホーム
	(A)月～金9:00～16:30
(B)大町市常盤・北安曇郡松川村

(C)　23人

(A)通年

(B)大町市、北安曇郡松川村

(C)　8人

(A)月～金9:00～16:30

(B)大町市常盤

(C)　1人

(A)月～金
(B)東筑摩郡麻績村

(C)　2人

(A) 通年
(B) 東筑摩郡麻績村
(C)  17人

	(D)知的・精神・発達・身体障がい者
(E)就労継続
支援42人、生
活介護21人

(D)知的・精神・発達障がい者

(E)　17人

(D)知的・精神・発達・身体障がい者

(E)　39人

(D)介護認定者

(E)　65人

(D)介護認定者
(E）9人
	106,976千円

43,842千円


(2) その他の事業（特定非営利活動に係る事業以外の事業）
	事　業　名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時

(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	事業費の　金　　額

(単位：千円)

	
	実施しませんでした。
	
	


（記載上の注意事項）※この事項は、提出する様式に記載する必要はありません。
１　「２事業の実施に関する事項」は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載してください。

　　なお、法人税法上の収益事業と非収益事業の区分ではありませんのでご注意ください。
２  ２の(1)は、事業ごとに定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数、受益対象者の範囲及び人数並びに支出額をそれぞれ記載してください。
３  ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人数を記載してください。
４  ２の(2)は、事業ごとに定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数及び支出額をそれぞれ記載してください。
また、定款上で「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当該事業年度に実施しなくても、必ず「実施しなかった」と記載してください。
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